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1995（平成7）年1月17日5時46分に発生した阪神・淡路大震災は，我が国がかつて経験したことのない
大都市直下型地震であった。人的被害については，死者6,300余名，負傷者43,100余名に上り，我が国の
自然災害としては，関東大震災以来最大の犠牲者と被害をもたらした。

厚生省では，今回の未曽有の災害に際して，その応急対策に万全の措置を講ずるため，震災発生当日，
「兵庫県南部地震厚生省災害対策本部」を設置するとともに，1月23日には，国立神戸病院内に「兵庫県
南部地震厚生省現地対策本部」を設置し，現地での迅速な情報収集や地元自治体との円滑な連絡体制を
確保し，地元自治体の活動を支援しながら災害応急対策等を実施した。

三宮駅北側被災現場
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1  災害救助法の適用

今回の震災にあっては，被災者の保護と社会の秩序の保全を図るため，兵庫県では，神戸市，尼崎市，
西宮市等の10市10町，大阪府では，豊中市，大阪市等の5市に災害救助法を適用し，応急救助を実施し
た。 

(1)  

避難所における生活支援

避難所は，災害救助法の適用により発災直後から被災地域に設置され，兵庫県においては，1月23日
（ピーク時）に1,153か所に達し，316,678人の被災住民が収容された。その後，応急仮設住宅の建設等
により徐々に縮減し，1995（平成7）年8月20日には神戸市ほか全市町において災害救助法の適用による
救助を終了した（表7-1-1参照）。

表7-1-1 避難所の推移（兵庫県）
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避難所では，当初トイレ不足が問題となったが，全国の自治体や環境衛生関係団体等が，仮設トイレを
被災地に搬入（ピーク時に3,900基）するとともに，バキューム車を応援派遣したこと等により，トイレ
不足は解消した。

また，入浴施設を確保するため，被災自治体は，関係行政機関や関係団体等の協力を得て，最大時には
仮設風呂72基，シャワー206基および大型風呂21基を設置するとともに，サウナ，宿泊施設，ゴルフ場
等の施設も開放された。

避難所での生活を余儀なくされた方々の健康を保持するため，被災自治体は，避難所生活における日常
的な注意喚起，生活指導を行うとともに，関係業界，各都道府県等の協力を得て，消毒薬，うがい薬，
解熱鎮痛剤，総合感冒薬等の一般医薬品およびマスク，ガーゼ，包帯等の衛生材料の供給に努めた。ま
た，インフルエンザの流行が心配されていた時期には，65歳以上の方を中心とする希望者にワクチン接
種を実施した。

さらに，避難所の生活が長期化したことに伴い，食事の改善（栄養のバランスの配慮，温かい食事）を
図るとともに，間仕切りによるプライバシーの保護，畳，カーペット等の設置による生活環境の改善に
努めた。 

(2)  

応急仮設住宅の整備

避難所生活を解消するためには，応急仮設住宅の整備が重要な課題であり，被災者の方々が一刻も早く
住居を確保できるよう，早期の完工を目指して整備が進められてきた。

兵庫県では，当初3月中までに3万戸，その後4月中に更に1万戸，最終的に7月末までに48,300戸の供給を
目標とし，国，地元自治体および関係事業者が一体となって努力し，ほぼ計画どおり建設し
た。1996（平成8）年4月1日現在，44,890世帯が応急仮設住宅に入居している（大阪府 設置数1,381戸う
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ち1,251戸入居）。

また，健康上配慮が必要な高齢者や身体障害者世帯等へのエアコンの設置や優先入居の措置を行うとと
もに，入居者の状況に応じたスロープや手すり等の設置や通路の簡易舗装，外灯などの環境整備を進め
た。

応急仮設住宅の建設地については，国公有地を始め企業用地，市有地も活用し，できる限り被災地に近
い場所を選定することとしたが，今回の震災が大都市の住宅密集地に甚大な被害をもたらしたため，用
地確保にも限界があり，比較的遠方にも建設せざるを得ない状況にあったことから，これらの地域につ
いては，バス路線の新設，増便等の対応がとられた。

高齢者や障害者等の被災者については，従前の居住地に比較的近い地域で，段差が少なく，手すりを設
け，車椅子でも利用できるバリアフリーの2階建ての寮形式の地域型仮設住宅を1,885戸整備し，生活援
助員の派遣やホームヘルプサービス等の在宅サービスによる支援と適切に組み合わせて，高齢者や障害
者等の方々が安心して暮らせる場を確保した。

地域型仮設住宅

阪神・淡路大震災においては，家を失い避難所等で生活していた身体的・精神的に虚弱の状態にある高齢者，障害者およびそ
の家族を対象に，従前の居住地の近くで福祉等のケアを受けながら生活できる「地域型仮設住宅」の整備が行われた。（兵庫
県下1,885戸）

施設内部には，出入り口の段差の解消や緊急呼出ブザーの設置などの配慮が施されている。また，概ね50戸に1人の割合で生活
援助員が派遣されており，生活相談等の援助が行われている。

地域型仮設住宅のようす
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2  医療の提供体制

(1)  

応急医療の実施

発災直後から2～3日間の初期救急医療については，被災地内の医療機関の診療活動に加え，日本赤十字社，近隣府県庁・市役所の派遣
チーム，近隣府県の医科大学の派遣チーム等の被災地外からの応援や被災地内に住居を構えていた医療関係者の応援等によって確保され
た。

厚生省では，発災当日より負傷者の診療に当たった国立明石病院および国立神戸病院に対して，国立岡山病院の医師，看護婦等を同日中
に派遣したのを始めとして，被災地周辺の国立病院での患者の受入れを行うとともに，医療救護班を派遣し，救護所における医療救護活
動体制を整備した。また，医薬品等については，関係団体に対し，必要な医薬品等の供給確保に関する協力要請を行い，1月19日以降警
察庁，消防庁，防衛庁の協力により，製薬企業から提供された医薬品，衛生材料等の被災地への搬送を行った。

図7-1-1 阪神・淡路大震災と厚生行政
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また，1月23日から，厚生省現地対策本部を設置し，地元自治体および地元医師会等医療関係団体との連絡体制を確保し被災地における
医療の供給，医療従事者の派遣，医薬品・衛生材料等の供給確保のための支援体制を強化した。 

(2)  

被災地域における保健医療の確保

避難所における被災住民に対する医療を確保するため，大規模避難所を中心に，医師・看護婦の常駐する救護所・避難所救護センターを
設置（最大時161か所）するとともに，救護所・避難所救護センターの設置されていない避難所については，医師・看護婦による巡回診
療体制を設けて対応した。

また，被災住民の健康を保持するため，兵庫県内の20保健所を拠点として，保健婦等による巡回健康相談を実施し，かぜ予防等の健康教
育，健康相談の充実を図ったほか，仮設住宅の設置により人口が大幅に増加した地域については，仮設診療所を9か所設置した。

震災により生命・財産等に損害を受け，不安定な精神状態にある被災者および精神障害者に対しては，神戸市等の10保健所に精神科救護
所を設置し，メンタルケアを実施したほか，その一部においては，巡回診療を実施した。また，尼崎市の保健所等7地区には，地域医師
会の協力による協力診療所を確保した。精神的に不安になっている児童やその保護者に対しては，児童精神科医や心理判定員等の専門家
で構成するチームが「児童こころの相談」活動を実施した。

さらに，被災後のPTSD（心的外傷後ストレス症候群）等に長期的に対応するとともに，震災により失った精神障害者の生活基盤を復帰す
るため，神戸市等に「こころのケアセンター」を12か所設置した。

被災者の緊急医療を確保するため，医療保険においては受診時の一部負担金の免除等の措置を講じた。

PTSDとクラッシュ・シンドローム

PTSD（PostTraumaticStressDisorder；心的外傷後ストレス障害）とは，戦争，犯罪，事故，自然災害等の体験や目撃が契機となり，その事件の数週間から数か月後に
不安，孤独・孤立感等の精神症状，頭痛，嘔気等の身体症状を呈するものをいい，クラッシュ・シンドロームとは，自然災害，事故等で大腿部などの筋肉が強い圧力
を受けて潰されることにより，血液中に有害な物質が流出し，重篤な急性腎不全や不整脈，心停止などを引き起こす症候群をいう。いずれも，我が国においては，昨
年の阪神・淡路大震災において注目され，PTSDについては，患者の心のケアの重要性が，クラッシュ・シンドロームについては，その対応として透析が必要となるた
め，大規模災害時における透析の確保の必要性が改めて認識されるようになった。

絵は表情が読みとれないほど暗い色で塗り込められ，自分を奮い立たせるための記号であふれている。

ＰＴＳＤの震災遺児が描いた「黒い虹」の絵
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PTSDの震災遺児が描いた「黒い虹」の絵

絵は表情が読みとれないほど暗い色で塗り込められ，自分を奮い立たせるための記号であふれている。

（写真提供：「あしなが育英会」，「阪神大震災遺児と共に生きる会」）

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成８年版）



  

第1編  
第2部  主な厚生行政の動き
第7章  災害対策の再編成
第1節  阪神・淡路大震災に対する厚生省の取組み
3  被災地域における福祉サービスの確保

兵庫県では，関係職員によるパトロール隊を編成し避難所の巡回等を行うことにより，障害者，要介護
高齢者，要保護児童等の発見に努め，必要に応じ，福祉関係機関への連絡を通じて福祉施設への緊急入
所などの対応を行った。また，居宅で生活している高齢者等についても，民生委員，児童委員，ホーム
ヘルパーを通じて安否等の確認が行われた。

厚生省では，被災地域における社会福祉施設等の入所者の生活を確保するため，全国の自治体に職員の
派遣および物資の供給の要請を行い，被災地近隣の施設を中心に介護職員等の派遣や食料，おむつなど
の日常生活に必要な物資の提供等の協力が行われた。
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4  被災地域における生活衛生の確保

今回の震災において，犠牲となった人々の遺体については，自衛隊，近隣地方公共団体等の協力を得
て，火葬場および搬送手段を確保し，1月中にほぼ火葬を完了した。

防疫対策については，担当官を被災地に派遣するとともに，近隣地方公共団体の協力により，消毒薬
（約6,000リットル）および消毒用噴霧器（約650台）を確保し，要請に基づき搬送を行った。被災地で
は，伝染病発生時の検査受入体制を整備するとともに，簡易トイレ等に対し消毒を実施した。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（平成８年版）



  

第1編  
第2部  主な厚生行政の動き
第7章  災害対策の再編成
第1節  阪神・淡路大震災に対する厚生省の取組み
5  水道施設の被害と応急対策

兵庫県，大阪府等68市町村の水道事業，阪神水道企業団，兵庫県および大阪府の水道事業の水道施設に
被害が生じ，神戸市，西宮市，芦屋市等のほぼ全域が断水するなど被災直後の断水戸数は130万戸に及ん
だ。

厚生省では，発災当日，担当官を被災地に派遣して飲料水供給のための連絡拠点を設置するとともに，
全国的に水道事業者，関係団体に応援活動の要請を行い，3月30日までに，給水車等の支援車両866台，
ポリタンク約11万個，水運搬用ポリ袋約23万枚，パック水約43万個，支援人員8,371人に及ぶ応急給水確
保のための支援が行われた。

水道施設については，全国の水道事業者等の支援を受けて懸命の仮復旧作業を行い，2月末までに仮復旧
が完了し，現在，被災部分について耐震化を図りながら本格復旧事業を実施中であり，1996（平成8）年
度中の完了を予定している。
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6  がれき処理の促進

今回の震災において，解体を要する損壊建物約11.6万棟，がれき量約1,450万t（1995（平成7）年12月31
日現在）のがれき等の災害廃棄物が発生した。

がれきの処理は，処理状況の把握や搬送ルート，仮置場および最終処分場の確保を図り円滑な処理を推
進するため，被災市町のほか，兵庫県，厚生省，警察庁，運輸省，建設省等による「災害廃棄物処理推
進協議会」を設置し，市町，県，国が協力して取組みを行ってきた。1995（平成7）年度中に市街地から
の撤去をおおむね完了し，1996（平成8）年度末には最終処分の完了を予定している。
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7  災害弔慰金等の支給

(1)  

災害弔慰金等の支給

本災害により死亡や重度の障害といった痛ましい人的被害に遭われた人々に対して，災害弔慰金および
災害障害見舞金が支給された。

災害弔慰金 生計維持者が死亡した場合500万円

その他の者が死亡した場合250万円

災害障害見舞金 生計維持者が重度の障害を受けた場合250万円

その他の者が重度の障害を受けた場合125万円

支給実績（1996（平成8）年3月1日現在）

災害弔慰金 5,732件

災害障害見舞金41件

(2)  

災害援護資金の貸付け

本災害により負傷または住居，家財の損害を受けた人々に対して，災害援護資金の貸付けを実施した。

今回の震災に伴う特例措置として，無利子である据置期間を3年から5年に延長するとともに，借入申込
み期限が被災の翌月から3か月（1995（平成7）年4月末迄）とされていたところを，兵庫県下の被災市
町においては申込み期限を延長し，10月に再度受け付けた。

貸付限度額 350万円

償還期限 10年
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据置期間 5年（特例措置により延長）

利率 年3％（据置期間中無利子）

貸付実績（1996（平成8）年3月1日現在） 55,613件

(3)  

生活福祉資金の貸付け

本災害により当座の生活費に困窮している人々に対して，生活の安定を図り，その自立に資するため，
特例として所得に関係なく生活福祉資金の小口貸付を実施した。

貸付限度額 10万円（特別20万円）

償還期限 5年（うち2年据置）

利率 年3％（据置期間中無利子）

貸付実績（1996（平成8）年3月30日現在） 55,020件
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8  義援金の配分

一般国民や企業等から，日本赤十字社，共同募金会などを通じて寄せられた義援金については，「兵庫
県南部地震災害義援金募集委員会」（兵庫県，大阪府，神戸市，兵庫県市長会，兵庫県町村会，日本赤
十字社兵庫県支部，兵庫県共同募金会等26機関で構成）の決定に基づいて，被災者へ配分されている。
当委員会に寄託された義援金は，1996（平成8）年4月5日現在で1,759.5億円となっている（表7-1-2参
照）。

表7-1-2 義援金配分実績

表7-1-3 厚生省における阪神・淡路大震災対策および防災対策予算の推移
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被災地で活躍したボランティア

阪神・淡路大震災におけるボランティア活動の参加者は，平成8年2月中旬までに延約140万人に達し（兵庫県調べ），我が国の
ボランティア活動としては，これまでに例をみない広がりを見せた。これは，ボランティア活動への参加が初めてという人が7
割を占めていることにも表れている。初めて参加した人からは次のような感想がよせられている。

物資の配達，焚き出しの下準備を行ったＴ氏「すごく喜んでもらえたのが嬉しかった。いろいろと今までになかったこ
とを経験できたので，これからの人生観を変えていきたいと思いました。」 

物資の配達をしたＹ氏「ボランティアって，もっと充実感がひしひしと感じられるものだと思ったけれど，そうでなく
地道なもので長期にわたり続けることに意味があるんだと思った。」 

援助物資の仕分けを行うボランティア
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今回の震災においては，これまでの震災対策の考え方や制度の枠を超えた対応が求められたところであ
り，応急仮設住宅の大量建設，がれきの公的な処理，公共施設等の復旧に係る財政援助の特例，高齢化
時代に対応した災害対策の実施など，前例のない措置が講じられた。

今回の経験・教訓から得られた事項については厳しく検証し，新たな防災対策の取組みを行っていくこ
とが求められている。
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第2節  災害対策の再編成に向けて
1  阪神・淡路大震災の経験を踏まえた検討会の設置等

(1)  

阪神・淡路大震災を契機とした災害医療体制のあり方に関する研究会

今回の震災では，1)第一義的な調整・指令を行うべき県庁，市役所が被害を受けたことにより，情報収
集が困難であったこと，2)ライフライン等の被災により，診療機能が低下した医療施設が多くみられた
こと等があり，災害時の医療の確保に大きな支障が生じた。

厚生省では，災害医療に関して，今回の教訓を生かし，被災地となった場合の観点と被災地への支援と
いう観点から検討を行うため，1995（平成7）年4月に「阪神・淡路大震災を契機とした災害医療体制の
あり方に関する研究会」を発足させた。

本研究会は，災害医療情報システムの確立や災害医療拠点病院の整備等，緊急に整備する必要のある事
項を「震災時における医療対策に関する緊急提言」として1995（平成7）年5月に取りまとめた（表7-2-1
参照）。

表7-2-1 震災時における医療対策に関する緊急提言（骨子）
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また，病院レベルの災害時対応マニュアル策定，自主点検および訓練のためのガイドラインの作成の必
要性から「病院防災マニュアル作成ガイドライン」を1995（平成7）年8月に取りまとめた（表7-2-2参
照）。

表7-2-2 病院防災マニュアル作成ガイドライン（骨子）
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さらに，従来，各機関で異なった様式・形式のものが使用されていたトリアージ・タッグの標準化およ
び「広域災害・救急医療情報システム」の災害医療情報の入力すべき情報やシステム概念図について
1996（平成8）年2月に取りまとめた。

同研究会では，新たな災害医療体制のあり方に関する具体的な方策について，1996（平成8）年4月に全
体の報告書を取りまとめた。

(2)  
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大規模災害時の医薬品等供給システム検討会

厚生省では，災害時における医療救護に不可欠な医薬品等を迅速に供給し，適切に提供するという観点
から検討を行うため，1995（平成7）年7月に「大規模災害時の医薬品等供給システム検討会」を発足さ
せ，1996（平成8）年1月に報告書を取りまとめた。

報告書では，1)医薬品等供給に関する災害への事前対策，2)災害発生時における対応に関する具体的指針
を示し，災害時に必要な医薬品のリストを時系列に整理するとともに，平時から関係者間のネットワー
クの構築の必要性が指摘されるなど，災害時の医薬品等供給に関しての留意事項を明らかにした（表7-2-
3参照）。

表7-2-3 大規模災害時の医薬品等供給システム検討会報告書のポイント

(3)  

災害救助研究会

今回の震災では，平常時より在宅保健福祉サービス等の提供を受けている者に加え，災害を契機に新た
に要援護者となる者が発生したことから，これら要援護者に対し，時間の経過に沿って，各段階におけ
るニーズに合わせ，的確なサービスの提供等を行っていくことが重要であると認識された。
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厚生省では，今回の震災の経験を踏まえ，大規模災害時における救助の内容・方法，高齢者や障害者等
の災害弱者対策，ボランティアとの連携のあり方等について総合的に研究を行うため，1995（平成7）年
11月に「災害救助研究会」を発足させた。

本研究会は，上記課題に対する対応策について，1996（平成8）年5月中に報告書を取りまとめる予定で
ある。

(4)  

国立病院等の広域災害医療活動要綱

国立病院・療養所が行う災害医療活動について，その役割と迅速かつ適切な対応を図るため1995（平成
7）年12月に広域災害医療活動要綱の見直しが行われた。

要綱では，広域災害に対する備えとして，防災拠点の国立病院を10か所指定するとともに，平時からの
連絡体制の確立，1995（平成7）年7月1日に開院した国立病院東京災害医療センターにおける医療班の
編成等を明記し，災害時の応急対策として，情報の収集および連絡，被災地域への災害医療班の派遣方
法等を定めた。

国立病院東京災害医療センター

平成7年7月1日に開院した国立病院東京災害医療センターは，国立病院・療養所の再編成を進める中で国立王子病院と国立立川
病院の統合により，東日本地域における広域災害医療の基幹施設として，立川広域防災基地内に設置されている。

同センターは，南関東地域の震災等広域災害が発生した場合に医療の拠点となる施設であり，平常時より，災害時に多発する
ことが予想される多発外傷，熱傷，中毒に重点をおいた三次救命救急医療および高度の総合診療を行うとともに，我が国の医
療の災害対応能力の向上に資するため，災害医療を中心とした臨床研究および医療従事者等の教育研修にも力を入れている。

また，広域災害の発生時には，エキストラベッドの活用等により，平常時の病床数390床を最大900床とし，被災患者を受け入
れるとともに初期災害医療班を被災地に派遣し，初期災害医療を実施することとしている。

このように同センターは「臨床」「研究」「研修」「教育」の4つの柱により我が国初の広域災害医療の基幹施設としての役割
を果たすものであり，今後の我が国における医療の災害対応能力の向上に貢献することが期待される。

国立病院東京災害医療センター航空写真
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2  厚生省防災業務計画の見直し

今後の防災対策のより一層の充実・強化を図るため，厚生省防災業務計画を全面的に見直し，1996（平
成8）年1月17日より施行した。

厚生行政に係る防災対策が，厚生省における取組みに止まらないことにかんがみ，地方公共団体や関係
団体に期待される役割についても可能な限り記述することにより，厚生行政に係る防災対策の総合的な
推進に資するものを目指した。

具体的には，災害対策を円滑に講ずるための常設の連絡調整組織として，厚生省災害対策連絡調整会議
を設置するとともに，非常災害発生時には，迅速な活動体制を構築できるよう，厚生省災害対策本部の
設置，被災地への職員派遣や厚生省現地対策本部の設置等に至る初動期の組織づくりから，保健医療福
祉，公衆衛生，社会保険等の各々の分野に係る災害応急対策の流れについて，発災後24時間以内，同72
時間以内，同1週間以内のそれぞれに分類し，重点事項を明記することにより，発災後の機動的な対応を
可能とするものを目指した（表7-2-4参照）。

表7-2-4 阪神・淡路大震災の経験を踏まえた厚生行政に係る災害応急対策の重点事項
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表7-2-5 阪神・淡路大震災の経験を踏まえた厚生行政に係る検討会報告および災害関係マニュアル等の概

要
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表7-2-6 厚生省における阪神・淡路大震災に関する特例措置について
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